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補聴器購入助成制度 
町が示した方針（抜粋） 

≪目的≫補聴器購入費用の一部を
助成することで、円滑なコミュニケ
ーションの確保を図り、閉じこも
り・認知症の発症予防を目的とす
る。 
≪助成対象者≫ 
① 18 歳以上の町⺠で、 
② 障害制度による補聴器支給対象

とならない方。 
③ 医師より補聴器が必要と認めら

れた方。 
※ 所得制限は定めない。 
≪助成金額≫ 
購入費の２分の１で４万円を限度 
≪助成開始≫ 
令和 5 年 4 月 1 日 
※本年※本年※本年※本年 4444 月月月月 1111 日以前の購入は対象日以前の購入は対象日以前の購入は対象日以前の購入は対象とととと
なりまなりまなりまなりませんせんせんせん。。。。    
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各種基金残高（Ｒ6 年 3 月 31 日の見込み） 

Ⅰ、自由に活用できる基金 単位：万円 

・財政調整基金 ３億 8,783 

Ⅱ、特定目的基金    単位：万円 

・減債基金 7,466 

・教育施設基金 1,203 

・青少年基金 1,271 

・ふるさと基金 4,831 

・ふるさと応援基金 2億 3,197 

・福祉基金 1億 2,150 

・墓地公園管理基金 489 

・土地開発基金 1億 4,877 

・国保特別会計基金 6,524 

・介護保険特別会計基金 5,696 

合  計 11億 6,491 

※甲良町には上記の蓄えがあります。事業運

営で自由に取り崩して活用できるのは「財政

調整基金」です。特定目的基金の中には町長

が議会の議決を経るなどして規定通りの手続

きを踏めば、一般事業・町民のために活用す

ることができる基金もあります。例えば、令

和 5 年度予算で「ふるさと応援基金」は、こ

ども園小中の給食無償化、各種がん検診など

の費用に活用することになっています。 

 西澤議員は、町民福祉の向上、くらし・営

業支援の予算を削減・制限する口実として「財

政危機宣言」を持ち出してはならないと主張

してきました。 

修正動議に盛り込まれた事項・予算額 
令和 5 年度一般会計予算の審議にあたって、建部議

長提出の予算修正動議が可決（賛成９、反対１、丸山

議員は、この議案では議長席のため採決に加わらず＝

3 月 22 日）。以下はその内容（概要）です。 

♦弁護士業務委託＝原案 454万 1千円から 150万円を

減額。安易に弁護士委託を多用しないことを求めた。 

♦子育て・非課税世帯および所得 200万円以下の世帯

を除く課税対象所得 700 万円もしくは町民税所得割

額 42万円（世帯合算）以下の世帯に 3万円を支給す

る。              予算額 1,710万円 

♦零細農家への支援        予算額 200万円 

♦建設業者経済回復支援事業（小零細事業者への改修

等の発注＝可能な限り分離分割発注を要求） 

予算額 1,500 万円 


